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南関町下水道事業 経営戦略 － 概要版 － 

１．策定の趣旨 

 本町の下水道事業は、機能の充実を図りながら町民の生活向上のため施設整備を進めてきま
したが、維持管理費の増加や使用料収入の減少等が課題となっています。 

 下水道事業の継続的かつ安定的な経営を図るため、令和３年２月に「経営戦略」を策定し、
令和 7 年度、現在の社会情勢の変化に伴い一部改定を行いました。 

 

２．下水道事業の概要 
 

事業名 供用開始 地域名 管きょ延⾧ 処理場数 

特定環境保全公共下水道事業 平成 14 年 4 月 1 日 南関処理区 29km 1 ヶ所 

特定地域生活排水処理事業 平成 15 年 9 月 1 日 浄化槽処理促進区域 浄化槽設置基数 772 基 
 

 

３．下水道事業の現状と課題 

 

 
 

 

 

  

令和 7 年 3 月末時点の整備率は、特定環境保全公共下水道事業、特定地域生活排水処理事業ともに 100％となっ
ています。 

下水道事業全体の企業債残高は、近年発行額に比べ償
還額が上回っており、徐々に減少しています。 

毎年基準外繰入金を繰り入れることで事業を行っ
ています。下水道事業は、使用料収入で賄うことが
前提であることと、一般会計の財政的な負担が大き
いため、基準外繰入金は削減していく必要がありま
す。 

計画期間 10 年間 
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４．下水道需要・整備・経費の見通しと目標 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

５．投資・財政計画 

 

 

人口問題研究所の推計に基づき推計した本町の将来
の行政区域内人口については減少する見込みです。下
水道需要については接続促進により水洗化率がやや増
加しますが、行政区域内人口の減少により水洗化人口
自体は減少する見込みです。 

事業計画により、耐用年数が経過した設備の更新を見込んでいます。また、維持管理費については物価の高騰
などを見込んでいます。 
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将来人口と下水道需要の見通し 
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経営戦略推計（人口問題研究所）

項目 令和 7 年 3 月 
現在 

目標数値 
中間 

（R13.3） 
最終 

（R18.3） 

水洗化率 43.2％ 44.0％ 44.6％ 

企業債残高対 
事業規模比率 954.3％ 798.9％ 710.4％ 

経費回収率 53.7％ 48.7％ 43.8％ 

特定環境保全公共下水道施設整備 
・汚水処理設備（機械装置）の更新整備 

 
特定地域生活排水処理施設整備 

・合併浄化槽の新設 

整備の見通し 

今後の維持管理費については、物価の上昇や施
設の老朽化等に伴い負担の増加が予測されます。
今後も民間ノウハウの活用や経営健全化に対する
取組みを図り、維持管理費の削減を通してより効
率的な下水道事業の運営を検討していきます。 

維持管理費の見通し 
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投資・財政計画シミュレーションとして試算を行った結果、資金不足等が見込まれたため、料金改定の検討を行
いました。本計画では下水道事業の運営及び下水道利用者の負担を考慮し、現行使用料の 30％改定である「料金
改定シナリオ２」を採用しました。詳細については下記及び次頁の通りです。 

（単位：千円） 
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2033 
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2034 
（R16） 

2035 
（R17） 

使用料 81,543 80,486 79,419 78,343 77,258 76,186 75,105 74,014 72,914 71,805 

繰入金総額 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 

当年度純利益 22,138 19,149 13,202 13,193 6,747 6,565 4,459 5,708 5,447 2,349 

資金収支 19,549 21,607 16,841 21,404 19,865 22,918 19,631 14,500 8,852 10,750 
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下水道使用料

年間有収水量

下水道使用料算定条件 

下水道使用料＝（使用料単価 × 有収水量） 

使用料単価: 

有収水量: 
     

・令和 6 年度の 1 ㎥あたり実績単価を基準単価とする 

・令和 6 年度の実績有収水量を基準水量とする 
・水洗化人口見込みの増減を基準水量に反映し、有収水量を算出する 
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６．経営戦略の事後検証 

経営戦略を確実に実施していくため、毎年、進捗管理（モニタリン
グ）を行います。 

また、ＰＤＣＡサイクルを効果的に回して、経営戦略の事後検証及
び見直し（ローリング）を 3 年～5 年で行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

本経営戦略では、事業の現状と課題を把握し、今後の見通しを踏まえた上で基本方針及び施策・目標を設定
し、その目標に基づき改めて 10 年間の収支シミュレーションを実施しました。 

その結果、物価高騰や施設の更新に伴う減価償却費の増加などにより維持管理費が増加する見込みとなりまし
た。特定環境保全公共下水道事業及び特定地域生活排水処理事業では維持管理費を使用料で賄えていないため、
一般会計繰入金に頼った運営となっています。 

下水道事業費のうち公費で負担すべき部分以外は、下水道使用料で回収することになりますが、下水道使用料
の経費回収率が低く、資金不足を一般会計からの繰入金に依存して事業を運営しているため、今後は一般会計か
らの繰入金のうち、基準外繰入金を減らしていかなければなりません。 

使用料の増収を図るためには水洗化率を上げることが必要ですが、水洗化率が上昇する一方で維持管理費も増
加していきますので、水洗化率の上昇だけでは収支赤字を解消することは難しい状況です。 

これらの対策として、使用料体系を見直すなどして使用料の適正化を図るとともに、民間活用や施設の効率化
を検討し、町民の暮らしにより良い運営に努めていきます。 

以上のように今後の本町の下水道事業運営は、ますます厳しくなることが予測されますが、これまで以上に経
営改善に取り組み、経営の健全化・効率化を図っていきます。 

まとめ 

※ＰＤＣＡサイクルとは･･･ 

① PLAN：目標を設定する 
② DO：具体的に行動する 
③ CHECK：途中で成果を見直し、確認する 
④ ACTION：必要に応じて修正を加える 

以上を一連のサイクルとし継続的に事業の改善を推進する手法です。 

<料金改定前の基準単価（税抜き）> 

   

令和 7 年度計画単価（令和 2 年度～令和 6 年度の平均単価） 

特定環境保全       1 ㎥あたり 126.4 円 

特定地域生活排水処理 1 ㎥あたり 151.0 円 

 

<使用料単価の改定割合> 

基準年度 改定シナリオ 改定後単価 改定率 

令和 7 年度計画 

（令和 2 年度～令和 7 年度の

平均単価） 

改定前 
特環     126.4 円 

100 ％ 
浄化槽   151.0 円 

シナリオ１ 
特環     151.7 円 

120 % 
浄化槽    181.2 円 

シナリオ２ 
特環     164.4 円 

130 % 
浄化槽    196.3 円 

シナリオ３ 
特環      177.0 円 

140 % 
浄化槽    211.3 円 

※小数点第二位を四捨五入して表示しています。 

料金改定シミュレーションの前提条件 


